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Abstract
The purpose of this study is to investigate the awareness of student athletes of dual career
and to examine the way of support for dual career development of student athletes at the
university.
As method of this study, 2 approaches were adopted.  
First, questionnaires were conducted 230 student athletes in S University for grasping the
awareness of dual career. Secondly, semi‑structured interview were conducted with 1 stu‑
dent top athlete and 4 former student top athletes.
As a result, from questionnaires, student athletes who belongs to group of high competition
level, has high awareness of the competition activities, but they lack an awareness of eﬀorts
to prepare for the career after graduation or after retirement. From interviews, 4 athletes
out of 5 athletes had diﬃculty with to be developed dual career as a student athletes. Other
athlete had coping with both her athlete life and schoolwork by self‑management.
Based on all of the results of this study, it is concluded that enlightenment of student ath‑
lete's consciousness of dual career needs to be addressed by the university.
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Ⅰ．序論
１．アスリートのデュアルキャリア
スポーツ基本法第 9条の規定に基づき、
スポーツの推進に関する基本的な計画とし
てスポーツ基本計画が策定された。同計画
は、「子どもの体力向上」、「生涯スポーツ社
会の実現」、「国際競技力向上」を三本柱とし
て様々な方策が立てられている。その中の
1つであるトップスポーツと地域における
スポーツの連携・協働の推進に向けた現状
と課題の中で、2つの問題が指摘されてい
る。第１にアスリート自身が現役引退後の
キャリアパスに漠然とした不安を感じてい
ることである。第 2に引退後のセカンドキ
ャリアに向け現役時代から計画的に準備す
る者が少なく、競技団体によるサポートも
あまり行われていないという点である。同
計画において、トップスポーツにより培わ
れるアスリートの技術や経験、人間的な魅
力は社会的な財産であるとされる一方で、
アスリートが引退後のキャリアに対して意
識が低いことや、キャリアトランジション
に対するサポートが十分でないことは、ア
スリートの有為な経験を社会に還元するこ
とを妨げるものである。また競技力の面で
も、アスリートが自身のキャリアパスに不
安を感じながら競技を行うことは、競技力
向上を妨げる要因として考えられる。
こうした問題を解決することは、社会に
おけるスポーツの価値と重要性を高める上
で不可欠であり、アスリートを取り巻く問
題の中でも重要な課題であるといえる。
そこで、同計画において新たなアスリー
トのキャリア形成の支援策として、デュア
ルキャリアの意識啓発の必要性が提示され
ている。デュアルキャリアとは、「トップア
スリートとしてのアスリートライフ（パフ
ォーマンスやトレーニング）に必要な環境
を確保しながら、現役引退後のキャリアに
必要な教育や職業訓練を受け、将来に備え
ること」と文部科学省により定義されてい
る。また文部科学省は、デュアルキャリアの
環境整備を含めたアスリートのキャリア形
成支援に関する研究調査を日本スポーツ振
興センターに委託しており、今後アスリー
トのデュアルキャリア支援に向けた取り組
みが行われていくことが推測される。事業
内容の大きな枠組みとしては以下の 3つが
ある。
（1）「デュアルキャリア」環境整備のための
課題と今後の方向性（特に、大学の資源
を活用した、あるいは大学における「デ
ュアルキャリア」環境の在り方など）
（2）「デュアルキャリア」意識啓発のための
課題と有効な方法
（3） アスリートのキャリア支援をワンスト
ップで行う「キャリアサポーツセンタ
ー（仮称）の在り方
２．学生アスリートの増加と大学の役割
近年、学生アスリートが増加傾向にある。
2012年ロンドンオリンピック大会におい
ては派遣された全選手の約 7割に当たる
199名が大学在学中もしくは大卒アスリー
トであった。大学にとってアスリートを受
け入れるメリットは大きく、知名度の向上
や入学希望者の増加が期待される等、大学
の経営戦略としてアスリートを受け入れる
大学も増加している。
こうした背景を踏まえ、長倉（2011）は、大
学がスポーツ競技者を「学生」として受け入
れるのならば、大学は学生アスリートのた
めにスポーツをする環境を整えるだけでな
く、学生が安心して学業に取り組めるよう
な支援体制を整える必要があることを指摘
している。
Ⅱ．目的
先行研究等からアスリートの競技力向上
と教育の両輪を担うことが出来る大学が、
アスリートのデュアルキャリア形成に与え
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る影響は大きいと考えた。そこで本研究で
は、学生アスリートのデュアルキャリア意
識を調査し、大学における支援の在り方を
検討することを目的とした。
Ⅲ．研究方法
１．アンケート調査
対象者は、体育系 S大学に所属する学生
アスリートとした。調査時期は平成 26年 5
～6月であった。調査方法は集合調査法を
採用し、教室で調査用紙を配布してその場
で回答を集めた。集計したうち有効回答を
得た 220名（男子 146名、女子 74名）を調査
対象とした。対象者は、S大学の指定する特
別強化指定クラブ所属者を A群、強化指定
クラブ所属者を B群、以上の 2群に属さな
い者を C群に分類することで競技レベル
を区別した。アンケート項目は群別に分け
て、群間の回答率の変動及び平均値を求め
た。統計処理には SPSS Statistics Ver.19を
用いた。検定は　p＜0.05をもって有意とし
た。
２．インタビュー調査
1）インタビュー調査の同意が得られた S
大学に在籍する学生トップアスリート
（冬季オリンピック出場者）を対象に、大
学生活におけるデュアルキャリアの現
状を具体的に把握するための半構造化
インタビューを行った。インタビュー時
間は約 30分であった。インタビュー内
容は対象者の同意を得て、ボイスレコー
ダーに記録したが、インタビュー中は話
の内容を理解することに努め、メモを取
り、テープはあくまで事後の参照に留め
ることとした。インタビュー終了後、そ
の内容をまとめた。
2）インタビュー調査の同意が得られた元
学生アスリート 4名（オリンピック経験
者）を対象に、学生当時のデュアルキャ
リアの意識や、大学におけるデュアルキ
ャリアの支援策について聞く半構造化
インタビューを行った。インタビュー時
間は 30分～1時間程度であった。イン
タビュー内容は対象者の同意を得て、ボ
イスレコーダーに記録したが、インタビ
ュー中は話の内容を理解することに努
め、メモを取り、テープはあくまで事後
の参照に留めることとした。インタビュ
ー終了後、その内容をまとめた。
Ⅳ．結果
１.　アンケート結果
大学の進学理由は、A群、B群では「競技
活動を続けられるため」という項目におい
て 6割近くが“おおいにあてはまる”と回答
した。C群は、「資格取得のため」、「目標と
する職の勉強が出来るから」の項目に該当
する者が多かった（表 1）。
表1．大学進学理由
大学生活における 3項目（「競技活動」、
「勉強」、「プライベート」）のバランスを把握
するためにそれぞれの項目が占める割合を
聞いた。一元配置分散分析の結果、すべての
項目で有意差が認められたため、多重比較
を行ったところ、「競技活動」の占める割合
においては、A群、B群の方が C群に比べ
て有意に高かった。「勉強」の占める割合は、
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A群、B群より C群の方が有意に高く、「プ
ライベート」の占める割合は、A群より C
群の方が有意に高い結果であった（表 2, 図
1）。
以上の結果から、A群、B群の方が C群
に比べて「競技活動」を目的に大学に進学し
ている者が多く、実際の大学生活において
も「競技活動」を中心に考えていることが示
唆された。
表2. 3項目の割合の比較（一元配置分散分析）
図1. 3項目の割合の比較（多重比較）
競技活動量について聞いた質問では、週
の競技活動時間、年間の遠征・合宿日数と
もに C群、A群、B群の順で多かった。一
元配置分散分析の結果、週の練習量におい
て有意差が認められたため、多重比較を行
ったところ、A群、B群の方が C群に比べ
て有意に多いことが分かった。この結果、A
群、B群の方が大学生活において競技活動
に費やす時間が多いと考えられる。
表3. 競技活動量の比較（一元配置分散分析）
図2. 競技活動量の比較（多重比較）
競技活動と勉強の両立については、出来
ていないと回答した割合は C群、A群、B
群の順で多く、特に B群においては半数以
上が出来ていないと回答した。一方で「競技
活動を行うことで参加できなかった大学行
事」や「就職のための取り組みの阻害要因」
の項目では、どの群においても“特になし”
の回答がもっとも多く、全体の 6割近くを
占めたことから、競技活動が影響して授業
参加や勉強等に支障が出ているとは考えに
くく、物理的・時間的に競技活動と勉強の
両立が困難な状況ではないことが推測され
た。
表4. 競技活動と大学生活について
２．インタビュー結果
学生トップアスリート A氏へのインタ
ビューの結果、競技活動量においては、アン
ケート結果の平均を大きく上回る状況であ
った。また大学生活においても競技活動の
占める割合が 7割と大きく、競技活動を中
心に大学生活を送っている様子が伺えた。
競技活動と勉強の両立については、競技活
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動量が多いこと、また冬季種目の競技特性
が大学の授業等に少なからず影響してお
り、デュアルキャリア形成に苦労している
様子が伺えた。デュアルキャリア支援につ
いては、主に勉強面と金銭面のサポートが
挙げられた。勉強面では、遠征先で授業を受
けられる制度や個別の補講等の支援を挙げ
た。
元学生トップアスリート 4名（B,C,D,E
氏）へのインタビューの結果、4名中 3名が
学生時代に競技活動と勉強の両立に苦労し
ていた様子が伺えた。一方、D氏はうまくマ
ネジメント出来ていたと答えた。その理由
として、専攻した学部の特性もあるが、他の
3名に比べて遠征や試合の少ない時期に授
業を多く履修したり、教授とコミュニケー
ションを図る等の努力があったことが影響
していると考えられる。学生時代における
競技引退後の意識については、4名とも学
生時代に競技引退後や卒業後に対する具体
的なイメージは希薄であったことが伺え
た。現職までの経緯のなかでは、4名とも大
学卒業後の進路として競技活動を続けられ
ることを前提に職を選んでいる様子が伺え
た。また 4名中 2名が企業スポーツを就職
先に選んでいることから、当時の社会状況
がこうした大学卒業後も競技を続けたいア
スリートを受け入れることができる体制に
あったと考えられる。競技引退後から現職
に至る過程においては、自らの意思で新た
な職を手にしたというよりは、競技活動を
通じた縁やタイミングが影響していた様子
から、個人のデュアルキャリア意識は低か
ったことが伺えた。大学におけるデュアル
キャリア支援としては、授業の映像教材化、
チューター制度、遠征先での活動の単位認
定制度等といった学業面の支援を指摘する
意見が多かった。
Ⅴ．考察
１．アンケート結果から
学生アスリートのなかでも特に競技レベ
ルの高い群は、競技活動に対する意識が高
く、学業や資格取得といった大学卒業後や
競技引退後のキャリアに備えるための意識
は希薄である様子が伺えた。これは、競技レ
ベルの高い学生アスリートの方が競技活動
を続けられることを目的に大学進学する者
が多く、入学当初から学業面に対する意識
が低いことや、大学生活において競技活動
に充てる時間が有意に多かったことが要因
として考えられた。一方で、競技活動が原因
で授業に参加できない等の影響はほとんど
見受けられなかったことから、大学におけ
る支援の必要性は考えにくく、デュアルキ
ャリア意識を啓発することがもっとも重要
であると考えられた。
２．インタビュー調査から
学生、元学生トップアスリートは、競技レ
ベルの向上や競技特性によって、授業や試
験に参加できないことや単位を落とす経験
をしていたことから、学生アスリートに比
べてデュアルキャリア形成に苦労している
様子が伺えた。しかし、遠征等の少ない時期
に単位を多く取得したり、教員と積極的に
コミュニケーションを図ることで、勉強と
の両立を可能にした例もあったことから、
個人の工夫や努力によって改善される余地
はあると考えられる。
３．大学におけるデュアルキャリア支援の
在り方
大学進学理由において、競技活動の意識
に比べて引退後のキャリア形成に対する意
識が低いことから、入学後間もない時期か
ら学業面や引退後のキャリアに対する意識
を高める必要であると考える。デュアルキ
ャリアの意識啓発に有効であると考えられ
る例として、早稲田大学が 2014年から実施
しているWaseda Athlete Program（WAP）
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がある。同プログラムでは、大学に所属する
全学生アスリートの学業情報（登録科目・
単位取得状況等）を把握し、学業成績が所定
の基準に満たない場合は練習時間の制限や
対外試合の出場停止等を含む指導を行って
いる。また、学業成績の優秀な団体と個人を
表彰することで、学業面への意識の向上を
図る取り組みを行っている。このような取
り組みは全国でも例が少なく、また同プロ
グラムが開始されて間もないことから、学
生アスリートのデュアルキャリア意識にど
の程度影響があるかはまだ明らかではない
が、今まで蔑ろにされてきた学生アスリー
トの学業面に注目している点では参考にす
べき取り組みであるといえる。
Ⅵ．今後の課題
今回の研究結果から、学生アスリートの
デュアルキャリア意識は低く、大学の支援
としてはデュアルキャリア意識の啓発がも
っとも重要であることが示唆された。今回
の対象者が体育系大学に所属する学生アス
リートであったことから、今後はスポー
ツ・体育系学部に属さない学生アスリート
への調査を行い、比較検討する必要がある
と考える。
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